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【手続補正書】
【提出日】平成22年9月24日(2010.9.24)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の平行のチャネルが形成された、結果として生じる最も内側の面を有する平面の断
熱層を備えた中間断熱製品であって、前記チャネルの断面が、先細りした側部を有し、前
記中間断熱製品が、防湿層であって、前記防湿層が前記複数の平行のチャネルにまたがる
ように、前記結果として生じる最も内側の面に施された防湿層をさらに備え、後続の機械
的操作によって、前記中間断熱製品が、前記チャネルの底部に隣接する領域で曲げること
が可能であり、それにより、内側貫通孔を有する非平面の派生断熱ダクト製品を形成する
ように前記チャネルが実質的に閉鎖し、前記防湿層が、防湿内側ライニングを前記派生断
熱製品に形成する、中間断熱製品において、
　前記防湿層が、前記内側貫通孔を前記派生断熱製品の外側に対して実質的にシールする
シール手段を備えることを特徴とする、中間断熱製品。
【請求項２】
　連続した保護層が、前記断熱層の、結果として生じる最も外側の面上に設けられる、請
求項１に記載の中間断熱製品。
【請求項３】
　前記チャネルを形成する前に、保護層が、前記平面の断熱層の前記結果として生じる最
も内側の面上に設けられ、前記保護層が、前記平面の断熱層のフレーキング又はチッピン
グを減少するように適合される、請求項１又は２に記載の中間断熱製品。
【請求項４】
　前記チャネルがルータ加工によって形成される、請求項３に記載の中間断熱製品。
【請求項５】
　前記チャネルが、シーラント及び／又は接着剤で少なくとも部分的に充填される、請求
項１～４のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項６】
　前記チャネルの累積した内角が、断面が完全な多角形である前記派生断熱製品を形成す
るように、前記中間断熱製品を曲げることを可能にするようになっている、請求項１～５
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のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項７】
　前記平面の断熱層が実質的に剛体の材料を含む、請求項１～６のいずれかに記載の中間
断熱製品。
【請求項８】
　前記実質的に剛体の材料が剛体のフェノールフォームを含む、請求項７に記載の中間断
熱製品。
【請求項９】
　前記シール手段が、前記防湿層の一端に設けられたフラップ部材を備え、前記防湿層が
前記内側貫通孔の周りを３６０度より長く延びるように、前記中間断熱製品が曲げられて
前記非平面の派生断熱ダクト製品を形成するときに、前記フラップ部材が、前記防湿層の
他端と重なるように配置される、請求項１～８のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項１０】
　前記フラップ部材が、前記防湿層の残りの部分と一体であり、前記防湿層の残りの部分
の延長部を形成する、請求項９に記載の中間断熱製品。
【請求項１１】
　前記防湿層が、施された前記平面の断熱層の前記結果として生じる最も内側の面と実質
的に同一の幅であり、前記フラップ部材が前記平面の断熱層の一端を越えて突出するよう
に、前記平面の断熱層の前記結果として生じる最も内側の面より長い長さを有する、請求
項１～１０のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項１２】
　前記防湿層が、積層された防湿バリアを備える、請求項１～１１のいずれかに記載の中
間断熱製品。
【請求項１３】
　前記防湿バリアが、いくつかの層状のシートから形成された積層箔防湿バリアを備える
、請求項１２に記載の中間断熱製品。
【請求項１４】
　前記防湿層が、その結果として生じる最も外側の面上に形成された固定手段を備え、前
記防湿層を前記平面の断熱層の前記結果として生じる最も内側の面に固定するように適合
された、請求項１～１３のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項１５】
　前記固定手段が、前記防湿層の結果として生じる最も内側の面上に形成された自粘着接
着剤を備える、請求項１４に記載の中間断熱製品。
【請求項１６】
　前記自粘着接着剤が、前記防湿層の前記結果として生じる最も外側の面に予め施された
感圧接着剤を備える、請求項１～１５のいずれかに記載の中間断熱製品。
【請求項１７】
　さらなる防湿層が、前記派生断熱製品に外側防湿保護バリアを形成するように、前記平
面の断熱層の結果として生じる最も外側の面に施される、請求項１～１６のいずれかに記
載の中間断熱製品。
【請求項１８】
　前記さらなる防湿層と前記最も外側の面との間にさらなる固定手段が設けられる、請求
項１７に記載の中間断熱製品。
【請求項１９】
　前記さらなる固定手段が、前記さらなる防湿層の前記最も内側の面に最初に設けられた
接着手段を備える、請求項１８に記載の中間断熱製品。
【請求項２０】
　請求項１～１９のいずれかに記載の中間断熱製品から形成された派生断熱ダクト製品で
あって、前記中間断熱製品の機械的操作によって、前記チャネルの底部に隣接する領域で
前記中間断熱製品を曲げ、それにより、前記非平面の派生断熱ダクト製品を形成するよう
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に前記チャネルが閉鎖される、派生断熱ダクト製品。
【請求項２１】
　完全な多角形の断面を形成するように、前記中間断熱製品を曲げることが可能であった
ように、前記チャネルの累積した内角を有する中間断熱製品から形成された完全な多角形
を有する、請求項２０に記載の派生断熱ダクト製品。
【請求項２２】
　前記中間断熱製品であったものの接合縁部に沿って施された接着剤テープのストリップ
によって、接合縁部に沿って固定された、請求項２０又は２１に記載の派生断熱ダクト製
品。
【請求項２３】
　前記派生断熱ダクト製品がダクト部分を備える、請求項２０～２２のいずれかに記載の
派生断熱ダクト製品。
【請求項２４】
　請求項２０～２３のいずれかに記載の前記派生断熱製品を備える、ダクト部分。
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